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	 近年，情報産業に関わる人材育成が求められており，平成 9 年には「情報科の進展に
対応した初等中等教育における情報教育の推進等に関する調査研究協力者会議」第 1 次
報告が提案され，情報活用の実践力，情報の科学的な理解，情報社会に参画する態度の















学校段階では，平成 10 年の学習指導要領 9) から普通教科「情報 A」，「情報 B」，「情報




































































































































その指導に教育機器を活用することが示された 36) 。1990（平成 2）年には「情報教育
に関する手引き」が完成し，翌年に刊行された 37) 。 










	 次に，高度情報通信ネットワーク（インターネット）が普及し始めた 1995（平成 7）
年以降について調査した。1995（平成 7）年は，ネットワークを活用した教育利用の推
進のために「100 校プロジェクト」（通商産業省と文部省の共同事業）が全国の初等中等
教育の 111 校の学校を対象に実施された。その成果を受け，1997（平成 9）には，「新
100 校プロジェクト」，1999（平成 11）年には「E スクエア・プロジェクト」へと発展





ことが必要であると述べられている 37) 。この答申を受け，1998（平成 10）年の 12 月
に新しい学習指導要領が告示され，中学校技術・家庭科における「情報とコンピュータ





インターネット２」，そして 2001（平成 13 年）には「学校インターネット３」の事業
が順次開始され，小・中・高等学校におけるネットワークやマルチメディア，次世代 IT
活用を目指した未来型教育などについて調査研究が行われた 39) 。さらに，2000（平成
12）年の「IT 基本戦略」の策定により，2001（平成 13）年には「e-Japan 戦略」， 2003












校及び中学校の新しい学習指導要領が告示され，情報教育及び教科指導における  ICT 
活用について総則で明記されるとともに，「情報モラル」の文言が初めて使われることに
なった 6),7) 。また，2009（平成 21）年には，高等学校及び特別支援学校の新しい学習
指導要領が告示され，小・中学校と同様に情報教育及び教科指導における ICT 活用や情
報モラルについて明記された 10) 。さらに，普通教科「情報」の見直しが行われ，これ






1 人 1 台の情報通信端末や電子黒板などの学校や教室環境の整備をしていくことは「教
育の情報化ビジョン 32)」の中でもまとめられ望まれている。これらのことを踏まえ，2010
（平成 22）年には，総務省が「フューチャースクール推進事業 44)」を開始し，翌 2011
（平成 23）年には文部科学省よる「学びのイノベーション推進事業 45)」が開始された。 
	 これらのように 1995（平成 7）年から 2011（平成 23）年の我が国の動向を見ると，
インターネットを含めた ICT 機器を活用するために，学校の ICT 環境の整備，教科指
導における ICT 活用の実践と検討，校務の情報化，安全かつ適切に活用するための情報
モラルを中心とした情報活用能力の育成が目指されていることが分かる。 





























































































	 以上の流れに従って，能動学習を伴った情報教育に関する研究を次章以降で扱う。  
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第 1 章	 国内外の情報教育カリキュラム 
	 序章では，社会における国内外の情報教育の動向を述べるとともに情報教育を情報科
学技術教育として扱う必要性を強調した。また，能動学習を伴った情報教育の重要性に
ついても考察した。さらに，本研究で考察すべき 4 つの内容を示した。 
	 本章では，その最初の内容である国内外の情報教育カリキュラムについて扱う。具体
的には，米国の ACM（米国計算機学会：Association for Computing Machinery）や
IEEE-CS（IEEE：Computer Society）などの 4 団体が提唱する情報技術カリキュラム
ガイドライン 48) や英国のナショナルカリキュラム 49),50) ，STEM51)（Science, Technology, 











われている 54)。例えば，大学におけるコンピューティングカリキュラムが ACM を中心
として IEEE-CS（米国電気電子工学会コンピュータソサエティ： IEEE Computer 
Society）などと共同で改訂が行われている。特徴的なのは，1991 年に作成された CC1991
（Computing Curriculum 1991）ではコンピューティングに関するカリキュラムが一種





ティングカリキュラムが作成された。これらに加えて K to 12（K-12）の概念でのカリ
キュラムも構築された。これらの中の K-12 についての概念図を図 1-1 に示す 56) 。 
	 世界的に幼稚園から高等学校までの流れを議論する K-12 カリキュラムの概念が普及
しているが，英国でも 1990年に全教科に対するナショナルカリキュラムが導入された。
ナショナルカリキュラムは，2013 年 9 月に大幅な改訂が行われ，2014 年に公開された
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内容では，これまでの教科「ICT（Information and Communication Technology）」は
教科「Computing」に変更され，目標と内容の大幅な見直しがなされた。さらに，教科
「Computing」は，5 歳から 16 歳の児童・生徒が対象であり，体系的な知識と技術の
習得を目的としたものに変更された。この背景には，STEM（Science, Technology, 
Engineering and Mathematics）教育運動が挙げられる。 
	 韓国では， 2011 年に STEAM （ Science, Technology, Engineering, Art and 
Mathematics）を融合教育として捉え，体系的な科学技術人材を養成することが明言さ
れた 52) 。中国では，IDIIL 教育システム（個別化学習 Individualized learning, 発見型
学習 Discovery-based learning, 相互作用式指導 Interactive guidance, 漸進的発展
Incremental development, 学習者主体 Learning-centered instruction）が 2002 年か
ら試験的に導入され，情報技術教育が行われている 57) 。 








Level I – Foundations of  
Computer Science 
Level II – Computer Science  
In the Modern World 
Level III – Computer Science 
as Analysis and Design 
Level IV– Topics in Computer  
Science 
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米国の CC2005（Computer Curriculum 2005）54) を基に「情報専門学科カリキュラム

















カリキュラム）が 1965 年から作成されてきた。その後，IEEE-CS（IEEE Computer 
Society），米国情報システム学会（Association for Information System，以下 AIS と呼
ぶ），1995 年に設立された米国インフォメーションテクノロジプロフェッショナル協会
（Association for Information Technology Professionals，以下 AITP と呼ぶ）が加わ
り，コンピューティングカリキュラムとして改定が行われてきた。このコンピューティ
ングカリキュラムは，5 つの領域（CS，IS，SE，CE，IT）に細分化されており，各領






（IT）などの 5 つの領域が現在確立されている。 
	 1970 年後期から 1980 年代にかけて電気工学から分離して強固な地位を確立して CE
 14 
に関連する領域が確立してきた 54) 。また，同じ 1970 年代から始まった CS の領域も確
立し，大学の一つの学科として急成長した。IS や IT の領域は，コンピュータやネット
ワークの発展とともに多様化した課題や要求に対応できる人材育成の要請から成長した。




J07」を構築する際に参考とした CC2005 で設定されている CE，CS，IS，IT，SE の













































興機構（Becta：British Educational Communications and Technology Agency）が設
置された 63)。1999（平成 11）年には ICT を活用した教育と学力との関係を明らかにす
る研究プロジェクト ImpaCT2 が開始され，ICT 活用と学力向上との関係について調査・
報告された。2002 年の調査結果では，ICT を適切に活用した授業が ICT を適切に活用
しなかった授業よりも学力が向上することが報告された 64) 。さらに，教室の ICT 環境
整備などについても継続的に調査され，2007（平成 20）年には小学校で 86%，中学校
で 64%の設置率になったことも報告された 65) 。2013（平成 25）年には，「National 
Curriculum49)」が公示され，2014 年から実施されている改訂版から教科「Computing」
が設置された。この改訂以前は，教科「ICT」（1999 年），さらにその前は教科「IT」（1995





















	 これらの 4 つの目標を達成するために学齢（KS：Key Stage）に応じた教科内容が設
定されている。なお，英国では学齢を 4 段階（KS1〜KS4）に分けており，KS1 は 5 歳
から 7 歳，KS2 は 7 歳から 11 歳，KS3 は 11 歳から 14 歳，KS4 は 14 歳から 16 歳で
ある。大森他（2014）は，学齢ごとの教科「Computing」の教科内容を次のようにまと






































































おける情報リテラシー教育も普及してきた。昭和 48 年 28) には，工業高等学校に情報技
術が，商業高等学校に情報処理が科目として設置された。文部科学省が定める平成 20
年度告示の学習指導要領では，工業高等学校，商業高等学校と併せて普通高等学校（平




















































































図 1-2	 情報科学技術教育 66)	
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繋がることが報告されている 72) 。 
	 一方で学習活動に関する研究も行われている。例えば，協働学習による生徒の主体的
 24 
























































































































2 章 3 章 4 章 
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2.3	 能動学習の 3 段階	
	 前節では，授業構成要素の 3 区分と能動学習の 3 段階について説明したが，本節では
能動学習の 3 段階について詳しく説明する。具体的には，1 回の授業の学習過程を，教
師の視点（「導入」，「展開」，「まとめ」）として捉えるのではなく，授業の中で学習者が
知識を習得していく段階として捉えるところに特徴がある。その段階を，「知識欲求」，




































（PBL: Problem Based Learning）84)-86) 等がある。さらに，学習者同士が意見交換を
行ったり，協同または協調して作業を行ったりすることで学習者間の知識の相互作用を




















学びを促す学習形態として学習の導入時に ICT 学習材を用いた個別学習を提案する。 













	 対象は公立中学 2 学年の 2 クラス（53 人）とした。  
	 検証期間は平成 23 年 6 月 7 日～28 日である。 
2.4.3	 検証授業の概要	
	 検証授業は，実験群（27 名）と統制群（26 名）に分けて実施した。実験群は，提案
した学習指導に従い学習導入段階で ICT 学習材を用いた能動学習を行った後に協調学












た学習者に対して，残りの 2 時間を使って実施した。 
2.4.4	 ICT 学習材の開発	























振り返りで同じ ICT 学習材を利用する統制群を設けた。さらに，両群共に 2 回の授業を





























験群）の 2 種類の授業を比較・検証する。統制群と実験群の授業の流れを表 2-1，表 2-2
にそれぞれ示す。表内の網掛け表示は ICT 教材・学習材を利用した活動を示す。なお，
開発した ICT 学習材を一斉学習で利用する場合は ICT 教材の位置付けとなり，個別学
習ではそのまま ICT 学習材として利用した。 
	 両群の授業の流れは次の通りである。まず，1 回目の授業日の朝の学習の時間に事前
テストを 10 分間実施し，授業後に行う事後テストの基礎データとした。また，1 回目の
授業終了時に，授業直後の学習効果を確認するための事後テスト（1 回目）を 10 分間で
実施した。2 回目の授業についても同様に授業終了時に事後テスト（2 回目）を行った。






































































































































































事後テスト（1 回目）	 事後テスト（2 回目）	
	
 34 
	 両群に実施した事前・事後テストは 2 回の授業内容を全て含めた同一の内容であり，
























    ア ファイルの大きさ（容量）が増えると，小分けにされた情報の数も増える。 
    イ ファイルの大きさ（容量）が増えると，小分けにされた情報の数は減る。 
    ウ ファイルの大きさ（容量）が増えても，小分けにされた情報の数は変わらない。 











	 さらに，学習者が能動的に学習を行えたかを把握するために，両群共に 2 回目の授業
実施日の帰りの会を利用して図 2-8 に示す意識調査を実施した。調査項目は，学習者の
「関心・意欲・態度」と「知識・理解」の観点とした。以上の検証方法により，一斉授











  ア 情報を小分けにして送ると，データが暗号化される 
  イ 情報を小分けにして送ると，他のコンピュータに安全に転送できる 
  ウ 情報を小分けにして送ると，複数のユーザーが同時に通信を行うことができる 
  エ 情報を小分けにして送ると，データがどこにあるかがわかる 


















































































































































目）と事後テスト（2 回目）をそれぞれ対応のない t 検定（両側）によって比較した。
その結果，両群の事後テスト（1 回目）及び事後テスト（2 回目）の比較においていず
れも p<0.05（事後テスト（1 回目）：t=1.52，事後テスト（2 回目）：t=1.63）の有意差
は見られなかった。しかし，問題別の正答率には違いがあることから，両群の事後テス
ト（1 回目）と事後テスト（2 回目）の問題ごとの正答数を χ2 検定によって比較した。
両群の事後テスト（1 回目）の結果を図 2-9 に示す。そして，事後テスト（2 回目）の
結果を図 2-10 に示す。 































図 2-9	 問題別の正答率の比較（事後テスト（1 回目））	
	
















	 一方，これらのことを教育心理学における短期記憶と長期記憶の考え 90)  に当てはめ
て考察すると，受動的に得た知識は短期記憶として取り込まれたことになる。短期記憶






図 2-10	 問題別の正答率の比較（事後テスト（2 回目））	
  *p < 0.05 



































をした学習者の事後テスト（2 回目）の結果を問題別に比較した。その結果を表 2-3 に
示す。 
































表 2-3	 意識調査で学習内容が分かったと回答した学習者の事後テスト（2 回目）の問題別比較	
 事後テストの評価の観点 実験群 統制群 
①	 パケット作成の手順①データの分割	 87.0%	 44.4%	
②	 パケット作成の手順②順番情報の付加	 69.6%	 33.3%	
③	 パケット作成の手順③宛先情報の付加	 78.3%	 29.6%	
④	 パケット作成の手順の順番	 39.1%	 14.8%	
⑤	 パケットの名前	 87.0%	 76.9%	
⑥	 データの容量とパケットの数の関係	 69.6%	 50.0%	

























































































れている 95) 。このことから著作権教育は，図 3-2 に示すように知識や行動の規範である
「意識」，「遵守」，「尊重」の三つの因子（以下，観点）を指導する必要があるものと捉
えることができる。 






























































































































	 対象は公立小学校 6 学年の 27 名であり，実施日は 2013 年 7 月 4 日である。対象とな




	 表 3-1 に小学校国語科で実践した授業の流れを示す。授業は，小学校第 6 学年国語科




を設定して行った。そして，授業の約 1 週間後の 3 時間（10~12/12）の授業を使い修学
旅行のパンフレットの作成を両群ともに行った。この時，教師は引用についての助言や
児童からの質問への回答等，引用を想起させる指導は行わなかった。 
	 以下に，引用に関する意識・知識を指導した 4 時間目の学習指導の詳細を実験群と統








	 表 3-1 のⅠに示すように，まず実験群の児童には，「知識欲求」段階において著作権に


















表 3-1	 小学校国語科の引用の授業の流れ 
分 実験群(14 名) 統制群(13 名) 

































15 著作権に関する意識調査・知識調査(2 回目) 








































	 著作権に関する意識の調査は，既に実施された全国調査と同じとし，意識化 6 問，理
解と遵守 5 問，尊重 3 問の全 14 問で構成した 95) 。この意識の調査は，授業前後に 2 回
実施した。 
3.4.4.2	 知識の調査	
	 知識の調査は，全国調査 95) で用いられた知識の調査（全 11 問題）が著作権を主体と
した問題であるため，本研究で定義した引用の七つのルール全てには対応していない。
そこで，7 つのルールの中で全国調査に含まれていない項目である「必然性」と「原文
に正確」に対応する二つの問題を追加し，全 13 問題として行った。表 3-2 に出題した
知識の調査の中で引用に関する問題のみを示す。調査した 13 問題の内，引用に関する
問題は 8 問である。そのため本研究では，この 8 問の正答数のみを調査の対象とする。

































	 	 ①引用箇所の明確化（明瞭区分性） 
	 	 ②自分の考えと引用の併用（主従の関係） 
	 	 ③写真に対する著作権の有無（図・表等にも適用） 
	 	 ④引用の必要要件（出典等の明記） 
	 	 ⑤引用文の編集・改編（原文に正確） 
	 	 ⑥本題以外の内容の記述（必然性） 
	 	 ⑦引用時の許諾の取り方（許諾の必要性） 
	 この調査も授業前後の 2 回実施した。 
 
3.4.4.4	 制作時の行動の調査	
	 単元の最後の 3 時間(9~12/12 時間)を使い，修学旅行のパンフレットの作成をさせた。
その作成時に引用の七つのルールを意識して行動をしているかを評価した。評価は，小




『 国 会 議 事 堂 を 調 べ て 』  
6 年 桃 組  ○ ○  ○ ○  
みなさん，国 会 議 事 堂 は，どんなところか知 っています か。  
ア 国 会 のパン フレットに，国 会 は法 律 を作 ったり ，変 えたり， 
 はいししたりする立 法 権 をもっていると紹 介 されていました。 
私 が撮 ったこの写 真 を見 てください。左 手 が衆 議 院 ，右 手  
が参 議 院 です 。 
また，国 会 のしくみについてインターネットでも調 べてみまし 
た。 
イ内 容 が長 いので少 し短 くして引 用 します。  
「国 会 は，衆 議 院 と参 議 院 の二 つから構 成 されています 。こ れを二 院 制 とい い  
ます。」と書 かれていました。 
私 は，国 会 は，どっしりとした，古 めかしい感 じがしま した。また，法 律 を決 める  
大 事 なところで，私 たちのくらしがよ くなるための仕 事 をしている 人 がたくさんい 
ます。国 の中 心 でもあ るので，ぜひ，6 年 生 になったら，行 ってみてください。 
それから，ウ鎌 倉 に行 った阿 部 さん の感 想 もよかったので紹 介 しま す。「鎌 倉 は 
鶴 岡 八 幡 宮 や長 谷 の大 仏 などが観 光 場 所 としては有 名 です（省 ）・・・・・・ ・・・・・」  
と楽 しいのでぜひ読 んでください。 
参議院「参議院ホームページ」 2013 年
〈http://www.sangiin.go.jp/japanese/chosakuken/index.html〉（2013 年 6 月 17 日） 
 




	 表 3-3 に全国調査と実験群，統制群の 1 回目と 2 回目の意識の調査の結果を比較した








意 識 化： 実験群（t=31.5，p<.01） 
理解と遵守： 実験群（t=52.5，p<.01） 
 統制群（t=27.5，p<.01） 






















そこで，各群の 1 回目と 2 回目の結果を知識の調査と知識活用の調査ごとに検定した。







観点 学年 度数 平均値 有意差 1 回目 2 回目 
著作権の 
意識化 
(5 点×6 問) 
全国 6 年 1422 21.88(4.22)  
実験群 14 24.93 (1.83) 
27.14 
(1.88) ** 





(5 点×5 問) 
全国 6 年 1394 14.43(3.79)  
実験群 14 15.21 (2.54) 
20.36 
(2.44) ** 





(5 点×3 問) 
全国 6 年 1433 11.59(2.188)  
実験群 14 13.93 (0.96) 
14.64 
(1.45) * 
























表 3-4	 知識の調査（1 回目と 2 回目）の各群の比較 
 人数 差の平均 差の SD t 値 有意差 
実験群 14 2.07 1.00 45.5 ** 
統制群 13 1.92 1.55 31.5 ** 
Wi lc oxon の符号付順位検定	 t 値：検定統計量	 **： p<.01  
 
表 3-5	 知識活用の調査（1 回目と 2 回目）の各群の比較 
 人数 差の平均 差の SD t 値 有意差 
実験群 14 1.43 1.40 22.5 ** 
統制群 13 1.77 1.79 30.5 ** 
Wi lc oxon の符号付順位検定	 t 値：検定統計量	 **： p<.01  
表 3-6	 制作時の行動の調査の評価基準例	














































七つのルール 実験群(%)  統制群(%) 
必然性 100(14)  100(13) 
主従の関係 100(14) >> 69(13) 
原文に正確 64(9) > 38(6) 
明瞭区分性 7(14)  15(13) 
図･表等にも適用 43(13) > 15(13) 
出典等の明記 43(11) > 15(12) 
許諾の必要性 0(0)  0(0) 





















































































































































































































	 平成 25 年には，英国で「National Curriculum29)」が公示され，これまでの技術的な
立場からの情報教育が科学的な理解を目指す必要があるとして，アルゴリズム学習から
応用的な問題解決に至る小・中・高等学校までの一連の指導内容が示された。さらに，
平成 26 年には，米国で「Hour of Code30)」が実施され，プログラミングの学習を通し
て小学校からの科学的な理解を目指した学習が開始された。国内においては，平成 26












































































































表 4-2	 情報技術の観点からの評価項目と評価基準 




























































































前述の例では，「繰り返し 3 回→右→繰り返し終了」のように右方向に 3 回移動する手








	 小学校 6 年生を対象にアルゴリズム学習を行った結果を，アルゴリズムの考え方を重
視した情報科学の観点とアルゴリズムを具現化する情報技術の観点から評価する。 
4.2	 授業実践の方法	

















知識獲得(10 分) 他者との意見交換（発表） 
知識深化(10 分) 教師による説明 
（順次，分岐，反復） 
意識調査(10 分) 意識調査 




スの「開始位置」から「終了位置」に到達するまでの 1 マスごとの動きを「上に 1 マス















に 10 分間の事前テストを行った。その後，表 4-3 に示す実践授業の流れに従い 45 分間
（10 分間の意識調査を含む）の授業を行った。さらに，その日の帰りの会の 10 分間を
使って事後テストを実施した。実施した事前・事後の知識テストの詳細は，次の通りで
ある。なお，事前・事後テストは全て同じ問題を出題した。 
	 事前・事後テストでは 6 種類のコースの問題を出題した。問題は，紙面上に提示した
六種類のコースに対して，開始位置から終了位置に到達するための手順を逐次記述させ
るものである。事前・事後テストに出題した 6 種類の問題（Q1〜Q6）の内容を図 4-3























に示す。図 4-7 に示すように，順次処理による回答を求めた Q1 と Q3 は事前テストか
ら 77.8%以上の正答率であった。特に，Q3 のように正答するための手順数 12 の問題と
Q1 のように手順数 3 の問題の正答率が同程度であった。このことから，アルゴリズム
学習の初学者であっても，問題解決のための道筋を順序立てて具体的に記述する能力は
十分に保有していることが分かった。 
	 一方，Q4 から Q6 の完全正答率は，それぞれ 16.7%，9.3%，3.7%となり Q1 から Q3
の完全正答率と比較して著しく低かった。その主な要因として，Q1 から Q3 は順次処理
または反復処理のみが含まれている問題に対して，Q4 から Q6 は複数種類の処理が組み
合わさっている問題としたため難易度が上がったことが考えられる。 
	 図 4-7 の結果から，広く行われている完全正答による評価基準に従って評価すると，
手順数が多い場合は反復処理や分岐処理の正答率が低くなることが分かった。しかし，







記号 内容 正答手順数 
Q1 順次処理または反復処理を記述する問題 3 
Q2 反復処理を記述する問題 3 
Q3 順次処理を記述する問題 12 
Q4 順次と反復の 2 つの処理を複合した問題 8 
Q5 順次と反復の 2 つの処理を複合した問題 13 
Q6 順次，分岐，反復の 3 つの処理を複合した問題 15 
 
手順１	 	 上に 1 マス進む 
手順２	 	 右に 1 マス進む 
手順３	 	 右に 1 マス進む 














ば 1 点，満たしていなければ 0 点と採点し，児童の習得状況を把握する。 
(3)結果と考察	
	 表 4-5 は，順次処理と反復処理を含めた Q4 の回答を情報科学の観点からの評価と完
全正答からの評価結果の双方から集計したものである。表 4-5 に示すように，完全回答
の結果では，事前テストで 1 名，事後テストで 9 名の児童のみが正答しているのが分か








枠内に「*」と表記）のうち，完全正答できていた児童 9 名（表 4-5 の枠内に「**」と
表記）を除くと，完全正答できなかった児童は，9 名いたことも分かった。そこで，9
名の児童を例として各々の回答を情報技術の観点からの評価基準ごとに傾向を調査した。






	 Q4 と同様に完全正答の正答率が低い Q5 についても調査した。まず Q5 の回答を情報




トで最高点（15 点）を取った 14 名（表 4-8 の枠内に「*」と表記）のうち，完全正答で




0 1 2 3 4 5 誤答 正答 
事前テスト 
人数 17 3 3 6 13 12 53 1 
割合(%) 31.5 5.6 5.6 11.1 24.1 22.2 98.1 1.9 
事後テスト 
人数 13 4 4 7 8 18* 45 9** 
割合(%) 24.1 7.4 7.4 13.0 14.8 33.3 83.3 16.7 
	
	




0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 誤答 正答 
事前テスト 
人数 17 3 2 4 8 7 3 0 7 2 1 53 1 
割合(%) 31.5 5.6 3.7 7.4 14.8 13.0 5.6 0.0 13.0 3.7 1.9 98.1 1.9 
事後テスト 
人数 13 0 1 3 4 9 1 6 5 3 9 45 9 
割合(%) 24.1 0.0 1.9 5.6 7.4 16.7 1.9 11.1 9.3 5.6 16.7 83.3 16.7 
 
 
表 4-7	 Q4 において情報科学の考え方が習得できている児童に対する情報技術の観点別の評価結果	







①	 6 6 6 6 8 4 4 2 1 
⑥	 1 1 1 1 0 1 1 1 1 
⑦	 1 1 0 0 0 0 0 0 0 
⑧	 1 1 1 1 0 1 1 1 1 
⑨	 0 0 1 0 0 1 1 1 1 




きていた児童 5 名（表 4-8 の枠内に「**」と表記）を除くと，完全正答できなかった児
童は，9 名いたことも分かった。そこで，その 9 名の回答を情報技術の観点からの評価
















0 1 2 3 4 5 誤答 正答 
事前テスト 
人数 24 1 5 10 11 3 54 0 
割合(%) 44.4 1.9 9.3 18.5 20.4 5.6 100 0.0 
事後テスト 
人数 8 1 4 10 17 14* 49 5** 
割合(%) 14.8 1.9 7.4 18.5 31.5 25.9 90.7 9.3 
	












人数 25 4 6 4 1 0 2 0 1 3 0 0 3 4 1 0 54 0 
割合(%) 46.3 7.4 11.1 7.4 1.9 0.0 3.7 0.0 1.9 5.6 0.0 0.0 5.6 7.4 1.9 0.0 100 0.0 
事後テスト 
人数 9 0 3 1 2 2 2 4 6 1 4 7 1 4 1 7 49 5 
割合(%) 16.7 0.0 5.6 1.9 3.7 3.7 3.7 7.4 11.1 1.9 7.4 13.0 1.9 7.4 1.9 13.0 90.7 9.3 
 
表 4-10	 Q5 において情報科学の考え方が修得できている児童に対する情報技術の観点別の評価結果	







①	 11 8 8 8 8 4 5 2 2 
⑥	 1 1 1 1 1 1 1 1 1 
⑦	 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
⑧	 1 1 1 1 1 1 1 1 1 
⑨	 1 1 1 1 1 1 0 1 1 
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か ん け い
について正しいものは次のうち
どれですか。次のア～オから１つ選び，記号に○をつけてください。 
    ア ファイルの大きさ（容量）が増えると，小分けにされた情報の数も増える。 
    イ ファイルの大きさ（容量）が増えると，小分けにされた情報の数は減る。 
    ウ ファイルの大きさ（容量）が増えても，小分けにされた情報の数は変わらない。 





























6 3 1101 
6 1 1110 
























   イ 情報を小分けにして送ると，他のコンピュータに安全に転送できる 
   ウ 情報を小分けにして送ると，複数のユーザーが同時に通信を行うことができる 
   エ 情報を小分けにして送ると，データがどこにあるかがわかる 


















































































































































































































            
	
ア   フ ァ イ ル の 容 量 が 増 加 す る と ， 小 分 け に さ れ た
情報の数も増加する。 
イ   フ ァ イ ル の 容 量 が 増 加 す る と ， 小 分 け に さ れ た
情報の数は減少する。 
ウ   フ ァ イ ル の 容 量 が 増 加 し て も ， 小 分 け に さ れ た
情報の数は変わらない。 
エ  ファイルの容 量 と小 分 けにされた情 報 の数 には
関係性はない。  
8 3 1101 
8 1 1110 
















































































ア 国 会 の パ ン フ レ ッ ト に ， 国 会 は 法 律 を 作 っ た り ， 変 え た り ， は い し し た り す
る 立 法 権 を も っ て い る と 紹 介 さ れ て い ま し た 。  
（２）この紹介文では，引用した文章が活用されていますが，その他にどんなことを書くとよい
ですか。（	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ）	
（３）私が撮った写真には，著作権があると思いますか。どちらかに○をつけ理由も書いてくだ
さい。	 	 （思う・思わない	 理由…	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ）	
（４）この紹介文では，インターネットで調べたことが引用されています。	
	 	 ①インターネットで調べたことを正しく引用していると判断できるところはどこですか。	
	 	 	 本文中に線を引いてください。	
	 	 ②インターネットで調べたことを下線部イのようにしました。この表 し方 をどう考 えます
か。 
	 	 	 	 （	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ）	
（５）ウの下線部には，国会議事堂について書かれた紹介文の中に，鎌倉を紹介する阿部さんの
感想も合わせて書かれていますがどう考えますか。	








	 	 	 	   
選んだ理由はなぜか	
『 国 会 議 事 堂 を 調 べ て 』  
6 年 桃 組  松 本  て つ お  
み な さ ん ， 国 会 議 事 堂 は ， ど ん な と こ ろ か 知 っ て い ま す か 。  
ア ． 国 会 の パ ン フ レ ッ ト に ， 国 会 は 法 律 を 作 っ た り ， 変 え た り ，  
  は い し し た り す る 立 法 権 を も っ て い る と 紹 介 さ れ て い ま し た 。  
私 が 撮 っ た こ の 写 真 を 見 て く だ さ い 。 左 手 が 衆 議 院 ， 右 手  
が 参 議 院 で す 。  
ま た ， 国 会 の し く み に つ い て イ ン タ ー ネ ッ ト で も 調 べ て み ま し た 。  
イ．内 容 が 長 い の で 少 し 短 く し て 引 用 し ま す 。  
「 国 会 は ， 衆 議 院 と 参 議 院 の 二 つ か ら 構 成 さ れ て い ま す 。 こ れ を 二 院 制 と い い ま す 」  
と 書 か れ て い ま し た 。  
私 は ， 国 会 は ， ど っ し り と し た ， 古 め か し い 感 じ が し ま し た 。 ま た ， 法 律 を 決 め る 大 事  
な と こ ろ で ， 私 た ち の く ら し が よ く な る た め の 仕 事 を し て い る 人 が た く さ ん い ま す 。 国 の  
中 心 で も あ る の で ， ぜ ひ ， 6 年 生 に な っ た ら ， 行 っ て み て く だ さ い 。  
そ れ か ら ， ウ． 鎌 倉 に 行 っ た 阿 部 さ ん の 感 想 も よ か っ た の で 紹 介 し ま す 。 「 鎌 倉 は鶴  
岡 八 幡 宮 や 長 谷 の 大 仏 など が観 光 場 所 と し ては 有 名 です（省 略 ）・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 」 と  
楽 し い の で ぜ ひ 読 ん で く だ さ い 。  
参 議院 「参 議院 ホームページ」 2013 年






































































































































































































































知識調査	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 実験群（	 	 	 ）番	
問題に使う言葉	
	
	
	
１．図１の迷路をゴールまで進む手順を,４行で書きなさい。	
	 図１	
	
	
	
２．図２をゴールまで進む手順をくり返し	 回,くり返し終わりを使って３行で書きなさい。	
	 図２	
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●をゴールまで動かし
ます。 
上…上に１マス移動し
ます。 
下…下に１マス移動し
 
・くり返し？回はくり返しの始めに使いま
す。？にはくり返す回数が入ります。 
・くり返し終わりはくり返しの終わりに使
います。 
・サイコロの目＜４ ,そのときは ,ちがったら
はサイコロの目によってゴールが変わると
きに使います。 
	
手順１	
手順２	
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 xv 
３．図３の迷路をゴールまで進む手順を順次処理の考え方で,１２行で書きなさい。	
図３	
	
	
	
	
	
４．図３の迷路をゴールまで進む手順を,くり返し	 回,くり返し終わりを使って,できるだけ少
ない行数で書きなさい。	
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 xvi 
５．図４の迷路をゴールまで進む手順をくり返し	 回,くり返し終わりを使って,できるだけ少な
い行数で書きなさい。	
	
	
	
	
６．図４の迷路をゴールまで進む手順をくり返し	 回,くり返し終わり,サイコロの目＜４,	
そうだったら,違ったらを使って,反復処理と分岐処理にしたがって書きなさい。ただし,☆の書
いてあるマスについたら,サイコロをふって，１,２,３が出たら赤のゴールに，４,５,６が出た
ら,黄色のゴールに進むこととします。	
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